
令和５年度 

設楽町企業会計予算書 

1



目 次 

設楽町簡易水道事業会計予算書 ・・・・・ ３ 

設楽町下水道事業会計予算書 ・・・・・３９

2



簡易水道事業会計予算書

令 和 ５ 年 度

愛知県設楽町

3



 

 

目 次 

 

予算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

予算に関する説明書 ・・・・・・・・・・・  ９ 

   予算実施計画 ・・・・・・・・・・・・ １０ 

   予定キャッシュ・フロー計算書 ・・・・ １２ 

   給与費明細書 ・・・・・・・・・・・・ １３ 

   予定開始貸借対照表 ・・・・・・・・・ １８ 

   予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・ ２０ 

   注記 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２ 

 予算参考資料 ・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

   実施計画明細書 ・・・・・・・・・・・ ２５ 

  

4



議案第　　号

令和５年度設楽町簡易水道事業会計予算

(１)

(２)

(３)

(４)

原水及び浄水施設建設改良費

配水及び給水施設建設改良費

企業法の財務規定の適用に要する経費に充てるため、公営企業会計適用債４，５００千

円を借り入れる。

のとする。）。

第１条

第２条

令和５年度設楽町簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

業務の予定量は、次のとおりとする。

第３条 収益的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中、地方公営

第４条

　（業務の予定量）

３１０,１０４千円

４５８,１４７千円

第２項

２,０４１千円

　（資本的収入及び支出）

２,４５８戸

４７０,４８８千円

第１項

第１款

第１項

第２項

第３項

営 業 費 用

一 日 平 均 給 水 量

主 な 建 設 改 良 事 業

水 道 事 業 収 益

１,０００千円

　（総 則）

支 出

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量 １,０１１,０００㎥

２,７６９㎥

営 業 収 益

営 業 外 収 益

１６０,７１０千円

３２９,１７１千円

１４０,００１千円

　（収益的収入及び支出）

収 入

額に対し不足する額１９６，４４３千円は、引継金１９６，４４３千円で補填するも

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

第１款 水 道 事 業 費 用

５８７,４８０千円

１１８,３０８千円

特 別 利 益

９,３００千円

特 別 損 失

営 業 外 費 用

第３項

第４項 予 備 費
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債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ７２，５２１千円及び

１６０，０８０千円である。

起債の目的､限度額､起債の方法、利率及び償還の方法は､次のとおりと定める。

公営企業会計適用債

　（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

４７６,９８９千円

第２項

資 本 的 支 出 ６７３,４３２千円

収 入

第１款

支 出

第３項 他 会 計 補 助 金 ２３９,０９３千円

５５,９００千円

　（特例的収入及び支出）

第３項 基 金 積 立 金 １４０,００１千円

第４項 予 備 費 ４,０００千円

第２項 他 会 計 負 担 金

分担金及び負担金 ５０,１６０千円

３１,０８６千円

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び

基 金 取 崩 収 入

資 本 的 収 入

第１項

２７,９５０千円

　財政融資資金及び地
方公共団体金融機構資
金については、その融
資条件により、銀行そ
の他の場合には、その
債権者と協定するもの
による。ただし、町財
政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えする
ことができる。なお、
起債の全部又は一部を
翌年度へ繰越して借入
することができる。

建 設 改 良 費 ４７３,５３１千円

償還の方法起債の目的 限 度 額

企 業 債 償 還 金

第１項

第５条

４,５００千円

第４項 補 助 金 ７２,０００千円

第５項 企 業 債 ５６,７００千円

第６項

起債の方法 利率

第１款

　（企業債）

簡易水道施設更新事業

５６,７００千円  証書借入
 又は証券
 発行

　４.０％以内
(ただし､利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の
利率)
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(1)営業費用と営業外費用

(1)職員給与費

３１５，４３７千円である。

愛知県設楽町長 土屋　浩

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（他会計からの補助金）

令和５年３月１日提出

第９条 簡易水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

３１,２０７千円
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あ
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予算に関する説明書

令和５年度

愛知県設楽町
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（単位：千円）

1 ．水道事業

収益 1 . 営業収益

1 ．給水収益

2 ．その他の営業収益

2 . 営業外収益

1 ．他会計負担金

2 ．他会計補助金

3 ．長期前受金戻入

4 ．

5 ．雑収益

3 . 特別利益

1 ．固定資産売却益

2 ．その他特別利益

（単位：千円）

1 ．水道事業

費用 1 . 営業費用

1 ．原水及び浄水費

2 ．配水及び給水費

3 ．総係費

4 ．減価償却費

5 ．資産減耗費

2 . 営業外費用

1 ．

2 ．雑支出

3 . 特別損失

1 ．固定資産売却損

2 ．その他特別損失

4 . 予備費

1 ．予備費

支払利息及び企業債取扱
諸費

消費税及び地方消費税還
付金

1

2,040

100

32,440

314,265

10,172

9,300

9,200

470,488

458,147

76,710

24,560

収　入

140,000

3,000

1

款 項 目

備考項 目 予定額

支　出

令和５年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画

2,041

予定額

収益的収入及び支出

140,001

備考

587,480

118,308

115,000

3,308

329,171

4,600

76,344

2

245,225

款

1,000

1,000
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（単位：千円）

1 ．資本的収入

1 ．工事負担金

2 ．加入分担金

2 .

1 ．他会計負担金

3 .

1 ．他会計補助金

4 . 補助金

1 ．国庫補助金

2 ．県補助金

5 . 企業債

1 ．

6 .

1 ．基金取崩収入

（単位：千円）

1 ．資本的支出

1 . 建設改良費

1 ．原水及び浄水施設費

2 ．配水及び給水施設費

3 ．固定資産購入費

2 .

1 ．企業債償還金

2 ．その他企業債償還金

3 . 基金積立金

1 ．基金積立金

4 . 予備費

1 ．予備費

他会計負担
金

他会計補助
金

基金取崩収
入

50,160

49,500

660

4,000

備考

673,432

473,531

2,717

予定額

160,710

310,104

55,900

55,254

646

140,001

140,001

款 項 目

支　出

4,000

企業債償還
金

31,086

款 項 目 予定額

476,989

56,700

56,700

31,086

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

239,093

239,093

27,950

27,950

48,000

72,000

24,000

資本的収入及び支出

備考

収　入

分担金及び
負担金

1 .
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固定資産売却益 △ １

固定資産売却損 １

有形固定資産の売却による収入 １

有形固定資産の取得による支出 △ ２７７,９８３

小　計 １９６,９０７

未払金の増減額（△は減少） ３,１０３

令和５年度設楽町簡易水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

資金期首残高 ３００,０００

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ５５,１４１

財務活動によるキャッシュ・フロー △ １０３,５０１

資金増加額（又は減少額） １４６,１４９

基金の積立による支出 △ １４０,００１

資金期末残高 ４４６,１４９

その他の企業債の償還による支出

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ ６４５

基金の取り崩しによる収入 ３１,０８６

その他の企業債による収入 ４,５００

投資活動によるキャッシュ・フロー ６１,９４３

分担金及び負担金による収入 ４５,６００

有形固定資産の除却による支出 △ ３,９６１

一般会計からの繰入金による収入 ２４６,７５２

国庫補助金等による収入 ５３,４５４

無形固定資産の取得による支出 △ １,９２０

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額 △ ９,２００

業務活動によるキャッシュ・フロー １８７,７０７

貸倒引当金の増減額（△は減少） ３０１

長期前受金戻入額 △ ２４５,２２５

未収金の増減額（△は増加） △ ４,１５０

（ 単 位 ： 千 円 ）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ５６,７００

固定資産除却費 ９,７７６

賞与引当金の増減額（△は減少） ８７０

当年度純利益 １０８,７６７

減価償却費 ３１４,２６５

支払利息及び企業債取扱諸費 ９,２００
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１　総括

※（　）内は短時間勤務職員

（注）本年度の期末勤勉手当には、公営企業会計移行に伴う前年度発生額1,710千円（特別損失）及び翌年度６月期末勤勉

手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額1,740千円が含まれる。本年度の法定福利費には、公営企業会計移行に

伴う前年度発生額330千円（特別損失）及び翌年度６月期末勤勉手当に係る法定福利費のうち本年度発生額である賞与引

当金繰入額360千円が含まれる。

6

-

6

-

825

825

勤勉手当

（千円）

3,113

-

3,113

時間外
勤務手当

-

276

扶養手当

（千円）

894

-

894

期末手当

（千円）

3,739

-

3,739

（千円）

（千円）

（千円）

486

-

486

-

51

管理職特別
勤務手当

（千円）

51

特殊勤務
手当

（千円）

児童手当

給与費明細書

540

-

540

通勤手当

（千円）

区分

本年度

前年度

比較

区分

本年度

前年度

比較

手当

の内訳

681

-

681

休日勤務
手当

（千円）

30

-

30

住居手当

管理職
手当

（千円）

276

区分

職　員　数

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 法定福利費

給　与　費

合計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 8 (4)　 4 1,756 12,634 10,641 25,031 6,176 31,207

31,207

前年度 - - - - - - - -

比較 8 (4)　 4 1,756 12,634 10,641 25,031 6,176
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（１）　会計年度任用職員以外の職員

※（　）内は非常勤特別職、報酬は非常勤特別職分52千円

（２）　会計年度任用職員

※（　）内は短時間勤務職員

区分

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

前年度

比較

区分

本年度

前年度

比較

- -

区分

本年度

(4)

825

894

前年度

比較

前　年　度 - - -

手当

の内訳

825 276 540 6 51

職 員 数

(4)

給　与　費 法 定
福 利 費

-

合 計
報酬 給料 職員手当 計

1,704

- - - - -

（人）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

276 540 6 51

区分

職　員　数

住居手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

扶養手当 期末手当 勤勉手当
時間外

勤務手当

給　与　費 法 定
福 利 費

合 計
報酬 給料 職員手当 計

29,503

前　年　度 - - - - -- -

本　年　度 52 12,634 10,641 23,327(8)    4 6,176

（千円）

比　較 1,704 - - 1,704

-

本　年　度 1,704 - - 1,704

-

- 1,704

- -

- - -

- - - - - -

- - - - -

-

- -

- - - - - - -

区分

（人） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円）

（千円） （千円）

比　較 52 12,634 10,641 23,327 6,176 29,503(8)    4

手当

の内訳 通勤手当
管理職
手当

児童手当 特殊勤務
手当

管理職特別
勤務手当

休日勤務
手当

（千円）

894 3,739 3,113 681 30 486

- -

（千円）

- -

3,739 3,113 681 30 486
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（１）　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（２）　会計年度任用職員 （単位：千円）

1,704

手　当 10,641

1,704
その他の増減分

地方公営企業法を適用する
ため

10,641

区分 増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　明 備　　考

報　酬

地方公営企業法を適用する
ため

地方公営企業法を適用する
ため

給与改定に伴う増
減分

制度改正に伴う増
減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

その他の増減分

給与改定に伴う増
減分

２　給料及び職員手当の増減額の明細

備　　考説　　　　　　　　　　明増減額区分 増　減　事　由　別　内　訳

給　料 12,634

12,634

手　当 0 制度改正に伴う増
減分

その他の増減分
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- -
- -

- -
- -
- -

区　　分

一般行政職

４　　　級

主任主査

　（級別の基準となる職務）
１　　　級 2　　　級 3　　　級 ５　　　級 ６　　　級

令和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

- -

- -
- -

３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

一般行政職区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平　均　給　料　月　額　　（円）

平　均　給　与　月　額　　（円）令和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

令和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

平　　 均 　　年 　　齢     （歳）

平　均　給　料　月　額　　（円）

平　均　給　与　月　額　　（円）

平　　 均 　　年 　　齢     （歳）

25.0

-

-

-

262,225

313,900

37.9

100.0

（３）　級別職員数

（２）　初任給

区　　　　　分 一般行政職　（円）
国の 制 度

一般行政職  （円）

高 　 校　  卒 154,600 154,600

職員数（人)
2
1

1

4

構成比（％）

大  　学　  卒 185,200 185,200

３級
４級

１級
２級

７級
計

５級
６級

区　　　　　　　　　分 一般行政職

３級
４級

級
１級
２級

７級
計

５級
６級

令和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

50.0
25.0

７　　　級

主事補
主事

主事 主査
課長補佐
所長補佐

室長

課長・支所長
議会事務局長

所長・次長

課長・支所長
議会事務局長

所長
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（４）　昇給

（単位：月分）

（７）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （単位：月分）

備考

2.200

2.200

2.200

2.200

4.40

4.40

4.40

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

平均月給支給（円）

代表的な特殊勤務手当の名称

全職種

167 167

-

-

-

-

（５）　特殊勤務手当

一般行政職

0.03 0.03

75.0 75.0

区分

100.0

支給対象職員1人当たり

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）

（令和５年１月１日現在）

職員数

昇級に係る職員数

（Ａ）（人）

（Ｂ）（人）

2号給（人）

4号給（人）

6号給（人）

8号給（人）

（B)／（A）（％）比率

100.0

本

年

度

前

年

度

一般行政職

4

4

合計

4

4

号給数別内訳

職員数

昇級に係る職員数

号給数別内訳

2号給（人）

4号給（人）

6号給（人）

8号給（人）

比率 （B)／（A）（％）

（Ａ）（人）

（Ｂ）（人）

（６）　期末手当・勤勉手当

区分 支給率計

備考

支　給　率　等 47.709

区 分
その他の加算

措置等
定年前早期退職特
例措置2～45%加算

20年勤続の者

24.586875

25年勤続の者

33.27075

本年度

前年度

国の制度

６月 １２月

支給期別支給率

2.200

2.200

（８）　その他の手当

区 分

扶 養 手 当

国の制度
（支給率等）

同上 同上同上 同上 同上

国の制度との異同

同

差異の内容

通 勤 手 当

最高限度額35年勤続の者

47.709

同

異 通勤距離数に対する支給額

住 居 手 当

徴収手当

区分
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（単位：円）

１． 固定資産

有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

建物減価償却累計額

ハ．構築物

構築物減価償却累計額

ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額

ヘ．工具器具及び備品

工具器具備品減価償却累計額

ト．建設仮勘定

有形固定資産合計

投資その他資産

イ．基金

投資その他資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

流動資産合計

資産合計

令和５年度設楽町簡易水道事業　予定開始貸借対照表

96,066,145

545,418,781

(2)

96,066,145

(2) 72,520,790

（　令和５年４月１日　）

資産の部

(1)

15,536,882

618,433,687

0 618,433,687

1,680,571

0 1,680,571

100,748,882

0 100,748,882

0

4,665,954

0

5,489,110,507

(1)

4,202,625,750

4,202,625,750

5,585,176,652

300,000,000

5,957,697,442

372,520,790

4,665,954

18



３． 固定負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

４． 流動負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

未払金

流動負債合計

５． 繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

負債合計

６． 資本金

７． 剰余金

利益剰余金

イ．当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計
剰余金合計
資本合計

負債資本合計

(1)

5,957,697,442

(1)

55,141,673

55,786,456

644,783

(1)

16,655,217

(1)

(2)

(2)

576,221,970

0

0
0

215,865,791

4,038,611,746

0

559,566,753

576,221,970

負債の部

資本の部

4,038,611,746

4,830,699,507

1,126,997,935

1,126,997,935

160,079,335
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（単位：円）

１． 固定資産

有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

建物減価償却累計額

ハ．構築物

構築物減価償却累計額

ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額

ヘ．工具器具及び備品

工具器具備品減価償却累計額

ト．建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

イ．ソフトウェア

無形固定資産合計

投資その他資産

イ．基金

投資その他資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

88,670,790

△ 301,000 88,369,790

6,344,419,524

5,809,900,652

534,518,872

(2)

204,981,145

(1) 446,149,082

204,981,145

1,920,000

△ 354,000 1,326,571

100,748,882

△ 4,175,000 96,573,882

5,602,999,507

1,920,000

(3)

(2)

4,665,954

△ 320,000 4,345,954

614,718,781

(1)

15,536,882

665,483,687

596,385,687

令和５年度設楽町簡易水道事業　予定貸借対照表

（　令和６年３月３１日）

資産の部

1,680,571

4,514,429,750

△ 240,318,000

△ 69,098,000

4,274,111,750
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３． 固定負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

４． 流動負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

未払金

引当金

イ．賞与引当金

ロ．法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

５． 繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

負債合計

６． 資本金

７． 剰余金

利益剰余金

イ．当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

108,767,000

108,767,000

108,767,000

646,267

54,064,762

20,508,950

583,357,208

1,235,764,935

6,344,419,524

(1)

(2) △ 245,225,000

資本の部

4,151,192,746

5,108,654,589

1,126,997,935

374,104,635

(1) 4,396,417,746

(3)

1,740,000

360,000

2,100,000

(2) 317,939,873

583,357,208

(1)

53,418,495

(1)

562,848,258

負債の部
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注記

　令和５年度から、簡易水道事業に地方公営企業法の財務規定等を適用し、地方公営企業会計基準に即した

財務諸表を作成している。

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １．固定資産の減価償却の方法

    （１）有形固定資産

          定額法

          ・主な耐用年数

建物　 15年～50年

構築物　 15年～50年

機械及び装置　 ６年～20年

車両運搬具　 ５年

工具器具及び備品　 ２年～10年

  ２．引当金の計上基準

    （１）貸倒引当金

            　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

    （２）退職給付引当金

　愛知県市町村職員退職手当組合における積立金の不足等に応じて発生する追加的な負担金に

            ついては、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上して

いない。

    （３）賞与引当金

            　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年

度末における支給及び支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

  ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

    （１）消費税等の会計処理

            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

 のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は３１８，７１１千円である。
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予 算 参 考 資 料

令和５年度

愛知県設楽町
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令和５年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（収　入）

2.その他営業
収益

3,308 3,308

2.その他特別利
益

140,000 140,000

1.固定資産売却
益

1 1

3.特別利益 140,001 140,001

5.雑収益 2 2

4.消費税及び
地方消費税
還付金

3,000 3,000

2.営業外収益 329,171 329,171

1.他会計負担金

3.長期前受金
戻入

245,225 245,225

2.他会計補助金 76,344 76,344

1.水道事業収益 587,480 587,480

款 項 目 本年度 前年度

1.営業収益 118,308 118,308

1.給水収益

比較

115,000 115,000

4,600 4,600
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（単位：千円）

水道料金

検針事務負担金

一般会計負担金

一般会計補助金

一般会計補助金

消費税及び地方消費税還付金

消費税還付加算金

建物災害共済金

固定資産売却益

水道施設一般公共補償費

1

1.その他営業収益 3,308 3,308

140,000

1

1.その他特別利益 140,000

3,000

1.固定資産売却益 1

2.その他雑収益 1

76,344

3,000

1.消費税還付加算金 1 1

1.消費税及び地方消
　費税還付金

5.他会計補助金 100,643 100,643

5.加入者分担金 5,857 5,857

68,864

2.県補助金 54,632 54,632

3.受贈財産評価額 12,332 12,332

4.工事負担金 2,897 2,897

1.国庫補助金 68,864

1.他会計補助金 76,344

説明
区分 金額

節

1.水道料金 115,000 115,000

1.他会計負担金 4,600 4,600
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令和５年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

3.総係費 32,440 32,440

2.配水及び給水
費

24,560 24,560

1.原水及び浄水
費

76,710 76,710

1.水道事業費用 470,488 470,488

1.営業費用 458,147 458,147

款 項 目 本年度 前年度 比較
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（単位：千円）

備消品費

燃料費

通信運搬費

水質検査委託

田口浄水場保守点検業務委託

水道技術者派遣指導業務委託

電気保安業務委託

非常用発電装置点検保守委託

清掃委託

ろ過膜洗浄委託

電気計装施設等保守点検委託

原水及び浄水施設修繕費

浄水施設電気料

浄水施設薬品費

備消品費

水質検査委託

検便委託

給水栓毎日検査委託

漏水調査業務委託

配水及び給水施設修繕費

材料費

水道審議会委員（8名）

水道検針員（4名）

職員給（2名)

扶養手当

通勤手当

住居手当

期末手当

22.動力費 34,020 34,020

10,901

6,380

29,911

5,170

761

220

2,970

1,089

11.燃料費 23 23

418

757

150

52

2.給料 5,384 5,384

3.手当 2,987 318

1.報酬

18.修繕費 16,200 16,200

24.材料費 100 100

1,756

1,704

109 109

14

15.委託料 8,151 4,240

597

3,300

23.薬品費 3,486 3,486

10.備消品費

300

15.委託料 2,420

18.修繕費 6,000 6,000

14.通信運搬費 2,970 2,970

10.備消品費 300

節
説明

区分 金額

27



令和５年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

3.総係費1.水道事業費用 1.営業費用

款 項 目 本年度 前年度 比較
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（単位：千円）

勤勉手当

児童手当

時間外勤務手当

特殊勤務手当

休日勤務手当

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

共済組合負担金

退職手当組合負担金

水道審議会委員費用弁償

普通旅費

水道検針員費用弁償

備消品費

図書費

燃料費

通信運搬費

検針事務委託

検針機器保守委託

施設管理台帳データ作成業務委託

企業会計アドバイザリー委託

公金収納手数料

車検等手数料

住民情報システム使用料

水道管路図用タブレットリース料

重機借上料

企業会計システム使用料

水道メーターデータ配信料

車両等修繕費

26.負担金 三河山間地域水道整備促進連盟負担金

県簡易水道協会設楽支部負担金

県簡易水道協会負担金

水源林保全事業負担金

123

2,037

608

1,000

18.修繕費 99 99

59

40

301

506

17.使用料及び賃借料 4,598 2,183

395

200

1,765

55

16.手数料 533 210

323

15.委託料 9,169 3,748

固定資産調査及び固定資産台帳作成業
務委託

1,471

1,305

11.燃料費 609 609

14.通信運搬費 288 288

7.旅費 9

10.備消品費 1,138 1,121

17

49

65

720

150

5.法定福利費 2,286 1,478

808

金額

4.賞与引当金繰入額 870

3.手当

20

節
説明

区分

627

240

454

3
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令和５年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

1.水道事業費用 1.営業費用 3.総係費

3.特別損失

5.資産減耗費 10,172 10,172

2,041 2,041

2.雑支出 100 100

1.固定資産売
却損

1 1

4.予備費

1.予備費 1,000 1,000

2.その他特別
損失

2,040 2,040

1,000 1,000

1.支払利息及び
企業債取扱諸
費

9,200 9,200

2.営業外費用 9,300 9,300

4.減価償却費 314,265 314,265

款 項 目 本年度 前年度 比較
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（単位：千円）

26.負担金 水源林対策事業負担金

火災保険料

自動車損害保険料

自動車重量税

貸倒引当金繰入額

貸倒損失

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

工具・器具備品減価償却費

構築物除却費

建物撤去費

構築物撤去費

企業債利息

過誤納還付金

固定資産売却損

賞与等引当金繰入額

予備費 1,000

1.雑支出 100 100

1.予備費 1,000

1

2,040

1.有形固定資産売
却損

1

2,706

1.固定資産除却費 5,816 5,816

9,200

354

2.固定資産撤去費 4,356 1,650

4,175

240,318

69,098

320

314,265

37.貸倒引当金繰入額 301 301

38.貸倒損失 902 902

節
説明

1.法適用時引当金 2,040

1.企業債利息 9,200

1.有形固定資産減価
償却費

区分 金額

35.公課費 45 45

94

34.保険料 352 245

107
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令和５年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

資本的収入及び支出

（収　入）

1.資本的収入

2.加入分担金 660 660

56,700 56,700

5.企業債 56,700 56,700

1.建設改良費等
の財源に充てる
ための企業債

4.補助金 72,000 72,000

239,093

1.基金取崩収入 31,086 31,086

6.基金取崩収入 31,086 31,086

2.県補助金 24,000 24,000

48,0001.国庫補助金 48,000

3.他会計補助金 239,093 239,093

1.他会計補助金 239,093

27,950

2.他会計負担金 27,950 27,950

1.他会計負担金 27,950

1.分担金及び
　負担金

1.工事負担金 49,500 49,500

50,160 50,160

款 項 目 本年度 前年度 比較

476,989 476,989
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（単位：千円）

水道施設公共補償

加入者分担金

一般会計負担金

一般会計補助金

生活基盤施設耐震化等補助金

建設改良等企業債

簡易水道運営基金取崩収入

56,7001.水道事業債 56,700

660

三河山間地域簡易水道等施設整備費補
助金

1.県補助金 24,000 24,000

239,093

49,500

説明
区分 金額

1.工事負担金 49,500

31,0861.基金取崩収入 31,086

48,0001.国庫補助金 48,000

1.他会計補助金 239,093

27,9501.他会計負担金 27,950

節

1.加入者分担金 660
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令和５年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

資本的収入及び支出

（支　出）

2,7173.固定資産購入
　費

2,717

2.配水及び給水
　施設費

310,104 310,104

1.原水及び浄水
　施設費

473,531 473,531

1.資本的支出 673,432 673,432

1.建設改良費

160,710160,710

款 項 目 本年度 前年度 比較
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（単位：千円）

原水及び浄水施設修繕費

テレメータ設備更新工事

取水堰改修工事

導水管移設工事

取水施設改良工事

職員給（2名)

扶養手当

管理職手当

通勤手当

住居手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

時間外勤務手当

特殊勤務手当

管理職特別勤務手当

休日勤務手当

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

共済組合負担金

退職手当組合負担金

配水管移設実施設計委託

実施設計書等作成業務委託

配水及び給水施設修繕費

配水管仮設工事（単独）

配水管布設替等工事（補助）

メーター器

消費税インボイス対応システム改修

26,730

276

51

227

36.工事請負費 265,400 8,000

257,400

5.ソフトウェア固定
　資産購入費

2,112 2,112

147,180

19,800

6052.機械及び装置固定
　資産購入費

605

2.給料 7,250 7,250

3.手当 4,204 576

13,530

18.工事請負費 51,150

49,500

2,750

22,000

18.修繕費 4,070 4,070

15.委託料 24,750

5.法定福利費 3,200

3

10

4.賞与引当金繰入額 1,230 1,020

210

916

300

407

336

1,102

2,112

1,088

金額

18.修繕費 13,530

節
説明

区分
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令和５年度　設楽町簡易水道事業会計予算実施計画明細書

資本的収入及び支出

（支　出）

1.資本的支出

款 項 目 本年度 前年度 比較

1.企業債償還金 55,254 55,254

1.基金積立金 140,001 140,001

1.予備費 4,000 4,000

2.企業債償還金 55,900 55,900

4.予備費 4,000 4,000

3.基金積立金 140,001 140,001

2.その他企業債
償還金

646 646
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（単位：千円）

建設改良等企業債償還金

公営企業会計適用債償還金

簡易水道事業運営基金一般積立金

予備費

区分 金額

140,001

節
説明

1.基金積立金 140,001

4,0001.予備費

1.水道事業債償還金 55,254

4,000

55,254

1.その他企業債
　償還金

646 646
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下水道事業会計予算書

令 和 ５ 年 度

愛知県設楽町
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議案第　　号

令和５年度設楽町下水道事業会計予算

(１)

(２)

(３)

(４)

管渠建設改良費

処理場建設改良費

企業法の財務規定の適用に要する経費に充てるため、公営企業会計適用債６，２００千

円を借り入れる。

る。）

第１款

第１項

３６０,０００千円

第３条 収益的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中、地方公営

予 備 費 ２,０００千円

額に対し不足する額５８，３６７千円は、引継金５８，３６７千円で補填するものとす

第３項

３３２,４５７千円

第２項

第３項

営 業 費 用

第１款

第１項

第２項

　（総 則）

支 出

接 続 戸 数

年 間 総 排 水 量

主 な 建 設 改 良 事 業

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

　（収益的収入及び支出）

特 別 利 益

収 入

３５７,６４３千円

４０,９８１千円

３１６,６６０千円

第１条 令和５年度設楽町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

７４２㎥

１５３,５８６千円

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

一 日 平 均 排 水 量

１,１１３戸

２７１,０００㎥

営 業 外 費 用 ９,０５０千円

特 別 損 失

第４項

１,７９２千円

　（資本的収入及び支出）

２千円

下 水 道 事 業 費 用

第４条

３１９,６１５千円

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出
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債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ１０４，０１３千円及び

１４８，８０９千円である。

(1)営業費用と営業外費用

　（企業債）

第５条　起債の目的､限度額､起債の方法、利率及び償還の方法は､次のとおりと定める。

第３項 予 備 費

第１項 建 設 改 良 費 ５１５,２３６千円

８,０００千円

　（特例的収入及び支出）

地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び

第２項 企 業 債 償 還 金 ４９,０８０千円

第２項 他 会 計 補 助 金 ２５０,７００千円

資 本 的 収 入

２７,３７９千円

第３項 補 助 金

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

第４項 企 業 債 ４３,５００千円

第４条の２

限 度 額

支 出

第１款

 証書借入
 又は証券
 発行

利率

　４.０％以内
(ただし､利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の
利率)

起債の方法

１５,０００千円特定環境保全公共下水
道施設整備事業

　（一時借入金）

資 本 的 支 出 ５７２,３１６千円

収 入

第１款

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

分担金及び負担金

償還の方法

　財政融資資金及び地
方公共団体金融機構資
金については、その融
資条件により、銀行そ
の他の場合には、その
債権者と協定するもの
による。ただし、町財
政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えする
ことができる。なお、
起債の全部又は一部を
翌年度へ繰越して借入
することができる。

起債の目的

１９２,３７０千円

第１項

農業集落排水施設
更新事業

２８,５００千円

公営企業会計適用債 ６,２００千円

５１３,９４９千円
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(1)職員給与費

３６６，２４８千円である。

愛知県設楽町長 土屋　浩

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

１６,６３４千円

令和５年３月１日提出

　（他会計からの補助金）

第９条
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予算に関する説明書

令和５年度

愛知県設楽町
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（単位：千円）

1 ．下水道事業

収益 1 . 営業収益

1 ．下水道使用料

2 . 営業外収益

1 ．他会計負担金

2 ．他会計補助金

3 ．長期前受金戻入

4 ．

3 . 特別利益

1 ．固定資産売却益

（単位：千円）

1 ．下水道事業

費用 1 . 営業費用

1 ．管渠費

2 ．処理場費

3 ．総係費

4 ．減価償却費

2 . 営業外費用

1 ．

2 ．消費税及び地方消費税

3 . 特別損失

1 ．固定資産売却損

2 ．その他特別損失

4 . 予備費

1 ．予備費

支払利息及び企業債取扱
諸費

1,792

1,790

2

2,000

2,000

令和５年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画

予定額

収益的収入及び支出

備考

357,643

収　入

款 項 目

消費税及び地方消費税還
付金 1,000

40,981

40,981

316,660

35,380

115,548

164,732

款 項 目 予定額

支出

2

2

備考

332,457

319,615

24,080

61,872

2,000

40,601

193,062

9,050

7,050
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（単位：千円）

1 ．資本的収入

1 .

1 ．加入者分担金

2 .

1 ．他会計補助金

3 . 補助金

1 ．国庫補助金

2 ．県補助金

4 . 企業債

1 ．

（単位：千円）

1 ．資本的支出

1 . 建設改良費

1 ．管渠建設改良費

2 ．処理場建設改良費

3 ．固定資産購入費

2 .

1 ．企業債償還金

2 ．その他企業債償還金

3 . 予備費

1 ．予備費

分担金及び
負担金

他会計補助
金

企業債償還
金

8,000

目 予定額

513,949

1,163

47,917

43,500

43,500

48,870

8,000

192,370

143,500

資本的収入及び支出

備考

収　入

27,379

27,379

250,700

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

250,700

款 項

款 項 目

支　出

49,080

153,586

備考

572,316

515,236

1,650

予定額

360,000
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有形固定資産の除却による支出 △ ２

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ４３,５００

その他の企業債の償還による支出 △ １,１４１

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ４７,８０７

その他の企業債による収入 ６,２００

国庫補助金等による収入 ８２,５３８

（ 単 位 ： 千 円 ）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 ２３,０２４

令和５年度設楽町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

減価償却費 １９３,０６２

賞与引当金の増減額（△は減少） １,３１０

固定資産売却益 △ ２

固定資産売却損 ２

貸倒引当金の増減額（△は減少） ６３

長期前受金戻入額 △ １６４,７３２

支払利息及び企業債取扱諸費 ７,０５０

未収金の増減額（△は増加） △ ７９９

小　計 ５４,０６３

未払金の増減額（△は減少） △ ４,９１５

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額 △ ７,０５０

業務活動によるキャッシュ・フロー ４７,０１３

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ ３０４,９７１

有形固定資産の売却による収入 ２

投資活動によるキャッシュ・フロー ２０,７８５

無形固定資産の取得による支出 △ １,５００

加入者分担金による収入 １６,８０８

一般会計からの繰入金による収入 ２２７,９１０

財務活動によるキャッシュ・フロー ７５２

資金期末残高 ３６８,５５０

資金期首残高 ３００,０００

資金増加額（又は減少額） ６８,５５０
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１　総括

（注）本年度の期末勤勉手当には、公営企業会計移行に伴う前年度発生額1,080千円（特別損失）及び翌年度６月期末勤勉

手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額1,080千円が含まれる。本年度の法定福利費には、公営企業会計移行に

伴う前年度発生額210千円（特別損失）及び翌年度６月期末勤勉手当に係る法定福利費のうち本年度発生額である賞与引

当金繰入額230千円が含まれる。

給与費明細書

区分

職　員　数 給　与　費

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 法定福利費 合計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手当

の内訳

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当

時間外
勤務手当

通勤手当
管理職手

当

552

前年度 - - - - - -

本年度 660 1,716 1,431 67 159

552

区分
児童手当

特殊勤務
手当

単身赴任
手当

（千円） （千円）

比較 660 1,716 1,431 67 159

前年度 - - -

（千円）

本年度 540 5 360

比較 540 5 360

本年度 10 2 65 7,485 5,490 13,040 3,594 16,634

前年度 - - - - - - - -

比較 10 2 65 7,485 5,490 13,040 3,594 16,634
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（１）　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

※（　）内は非常勤特別職、報酬は非常勤特別職報酬

（２）　会計年度任用職員 （単位：千円）

職　員　数
給　与　費 法 定

福 利 費
合 計

報酬 給料 職員手当 計

3,594 16,634

前　年　度 - - - - - - -

本　年　度 (10)    2 65 7,485 5,490 13,040

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

3,594 16,634

手当

の内訳

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当

時間外
勤務手当

通勤手当
管理職手

当

比　較 (10)    2 - 7,485 5,490 13,040

552

前年度 - - - - - -

本年度 660 1,716 1,431 67 159

552

区分
児童手当 特殊勤務

手当
単身赴任

手当

（千円） （千円）

比較 660 1,716 1,431 67 159

（千円）

本年度 540 5 360

前年度 - - -

- -

前　年　度 - - - - - - -

本　年　度 - - - - -

- -

手当

の内訳

区分

比　較 - - - - -

- - -

前年度 - - - - - -

本年度 - - - - -

- -

-比較 - - - - - - -

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区分

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区分

職 員 数
給　与　費 法 定

福 利 費
合 計

報酬 給料 職員手当 計

比較 540 5 360
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（１）　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（２）　会計年度任用職員 （単位：千円）

２　給料及び職員手当の増減額の明細

区　 分 増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　明 備　　考

地方公営企業法を適用する
ため

区　 分 増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　明 備　　考

その他の増減分 7,485 地方公営企業法を適用する
ため

手　当 5,490 制度改正に伴う増
減分

その他の増減分 5,490

給　料 7,485 給与改定に伴う増
減分

昇給に伴う増加分

- 給与改定に伴う増
減分

その他の増減分
-

- 制度改正に伴う増
減分

その他の増減分
-

-

-
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45.4

令和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

平　均　給　料　月　額　　（円） -

平　均　給　与　月　額　　（円） -

平　　 均 　　年 　　齢     （歳） -

３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職

令和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

平　均　給　料　月　額　　（円） 311,100

平　均　給　与　月　額　　（円） 356,700

平　　 均 　　年 　　齢     （歳）

大  　学　  卒 185,200 185,200

（３）　級別職員数
区　　　　　　　　　分 一般行政職

（２）　初任給

区　　　　　分 一般行政職　（円）
国の 制 度

一般行政職  （円）

高 　 校　  卒 154,600 154,600

３級
４級令和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

級 職員数（人) 構成比（％）
１級
２級 1 50.0

７級
計 2 100.0

５級 1 50.0
６級

１級
２級

５級

３級
４級

　（級別の基準となる職務）
区　　分 １　　　級 2　　　級 3　　　級 ４　　　級 ５　　　級 ６　　　級

７級
計

令和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

６級

７　　　級

一般行政職
主事補
主事

主事 主査 主任主査
課長補佐
所長補佐

室長

課長・支所長
議会事務局長

所長・次長

課長・支所長
議会事務局長

所長
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（４）　昇給

（単位：月分）

（７）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 （単位：月分）

区分 合計 一般行政職

職員数 （Ａ）（人） 2 2

昇級に係る職員数 （Ｂ）（人） 2 2本

年

度

4号給（人）

6号給（人）

8号給（人）

前

年

度

比率 （B)／（A）（％） 100.0 100.0

職員数 （Ａ）（人） - -

昇級に係る職員数 （Ｂ）（人） - -

号給数別内訳

2号給（人）

4号給（人）

号給数別内訳

2号給（人）

一般行政職

8号給（人）

比率 （B)／（A）（％）

本年度 2.200 2.200 4.40 有

（６）　期末手当・勤勉手当

区分
支給期別支給率

支給率計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考
６月 １２月

国の制度 2.200 2.200 4.40 有

前年度 2.200 2.200 4.40 有

最高限度額
その他の加算

措置等
備考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特
例措置2～45%加算

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 異 通勤距離数に対する支給額

（８）　その他の手当

区 分 国の制度との異同 差異の内容

扶 養 手 当 同

国の制度
（支給率等）

同上 同上 同上 同上 同上

徴収手当

支給対象職員1人当たり
417 417

平均月給支給（円）

代表的な特殊勤務手当の名称

給料総額に対する比率（％） 0.04 0.04

支給対象職員の比率（％）
50.0 50.0

（令和５年１月１日現在）

6号給（人）

（５）　特殊勤務手当

区分 全職種
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（単位：円）

１． 固定資産

有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

建物減価償却累計額

ハ．構築物

構築物減価償却累計額

ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額

ヘ．工具器具及び備品

工具器具備品減価償却累計額

有形固定資産合計

投資その他資産

イ．基金

投資その他資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

4,144,321,318

4,144,321,318

5,367,818,516

5,771,831,151

5,346,817,651

404,012,635

(1) 300,000,000

(2)

21,000,865

(2)

令和５年度設楽町下水道事業　予定開始貸借対照表

（　令和５年４月１日　）

資産の部

(1)

46,747,180

104,012,635

0 104,012,635

895,675,054

0 895,675,054

1,188,900

0 1,188,900

258,835,796

0 258,835,796

0

49,403

0 49,403

21,000,865
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３． 固定負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

４． 流動負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

未払金

流動負債合計

５． 繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

負債合計

６． 資本金

７． 剰余金

利益剰余金

イ．当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

4,535,289,748

5,219,242,190

5,771,831,151

486,196,238

(1)

29,359,232

456,837,006

(1)

(1)

552,588,961

(1)

(2)

(2)

47,806,914

48,947,682

1,140,768

0

0

0

197,756,204

4,535,289,748

0

148,808,522

552,588,961

486,196,238

負債の部

資本の部
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（単位：円）

１． 固定資産

有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

建物減価償却累計額

ハ．構築物

構築物減価償却累計額

ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額

ヘ．工具器具及び備品

工具器具備品減価償却累計額

有形固定資産合計

無形固定資産

イ．ソフトウェア

無形固定資産合計

投資その他資産

イ．基金

投資その他資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

205,237,758

△ 63,000 205,174,758

6,224,881,151

(2)

573,724,635

1,500,000

(3)

21,000,865

21,000,865

(1) 368,549,877

5,651,156,516

1,500,000

5,628,655,651

4,447,413,318

△ 135,404,000 4,312,009,318

△ 50,348,000

(2)

49,403

0 49,403

1,067,483,054

1,017,135,054

(1)

46,747,180

資産の部

令和５年度設楽町下水道事業　予定貸借対照表

（　令和６年３月３１日　)

1,188,900

△ 337,000 851,900

258,835,796

△ 6,973,000 251,862,796
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３． 固定負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

固定負債合計

４． 流動負債

企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債

ロ．その他の企業債

企業債合計

未払金

引当金

イ．賞与引当金

ロ．法定福利費引当金

引当金合計

流動負債合計

５． 繰延収益

長期前受金

長期前受金収益化累計額

繰延収益合計

負債合計

６． 資本金

７． 剰余金

利益剰余金

イ．当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計 6,224,881,151

23,024,000

23,024,000

23,024,000

575,612,961

1,143,395

51,078,441

34,415,837

484,817,797

4,798,239,748

5,649,268,190

(1)

552,588,961

(2) △ 164,732,000

資本の部

366,210,645

(1) 4,962,971,748

(3)

1,080,000

230,000

1,310,000

(2) 313,822,204

484,817,797

(1)

49,935,046

(1)

450,401,960

負債の部
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注記

　令和５年度から、公共下水道事業、農業集落排水事業に地方公営企業法の財務規定等を適用し、地方

公営企業会計基準に即した財務諸表を作成している。

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

 １．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

定額法

・主な耐用年数

建物　 15年～50年

構築物　 15年～50年

機械及び装置　 ６年～20年

車両運搬具　 ５年

工具器具及び備品　 ２年～10年

 ２．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

（２）退職給付引当金

愛知県市町村職員退職手当組合における積立金の不足等に応じて発生する追加的な負担金

については、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上

していない。

（３）賞与引当金

職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業

年度末における支給及び支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

 ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５３５，８９６千円である。

Ⅲ．セグメント情報の開示

　１．報告セグメントの概要

　下水道事業会計は、公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、それぞれ運営方針等

を決定していることから公共下水道事業、農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業の内容

市街地及びその周辺地区から排出される汚水を排除する業務

農村地区から排出される汚水を処理する業務

事業区分

農業集落排水事業

公共下水道事業
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　２．報告セグメントごとの営業収益等

　当年度（令和５年４月１日～令和６年３月３１日） （単位：千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　他会計繰入金

　減価償却費

　特別利益

　特別損失

283,338

150,928
193,062

2
1,792

　有形固定資産及び無形
　固定資産の増加額

5,649,268

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

37,257
319,053

△ 281,796
26,814

6,224,881

5,248
109,465

△ 104,217
△ 1,952
2,660,606
2,538,561

38,153
68,124

1
501

236,468

112,775
124,938

1
1,291

46,870

3,110,707

32,009
209,588

△ 177,579
28,766

3,564,275

59



あ

60



予 算 参 考 資 料

令和５年度

愛知県設楽町
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令和５年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（収　入）

3.特別利益

2.他会計補助金 115,548

316,660

1.他会計負担金 35,380

1.固定資産売却
益

2 2

2 2

4.消費税及び
地方消費税
還付金

1,000 1,000

2.営業外収益

3.長期前受金
戻入

164,732

357,643

款 項 目 本年度 前年度 比較

40,981 40,981

1.下水道事業
収益

1.営業収益

1.下水道使用料

357,643

40,981 40,981

115,548

316,660

35,380

164,732
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（単位：千円）

公共下水道使用料

農業集落排水施設使用料

一般会計負担金

一般会計補助金

一般会計補助金

固定資産売却益 2

1,000

1.固定資産売却益 2

1.消費税及び地方消
　費税還付金

1,000

12,305

2.県補助金 76,707 76,707

3.受贈財産評価額 30,668

40,072

5.加入者分担金 4,980 4,980

4.他会計補助金 40,072

1.他会計負担金 35,380

30,668

1.国庫補助金 12,305

消費税及び地方消費税還付金
（公共下水）

節
説明

区分 金額

1.他会計補助金 115,548

1.下水道使用料 40,981

115,548

5,772

35,209

35,380
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令和５年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

1.管渠費 24,080

332,457

1.営業費用

3.総係費 40,601 40,601

61,872

24,080

2.処理場費 61,872

款 項 目 本年度 前年度 比較

332,457

319,615 319,615

1.下水道事業
　費用
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（単位：千円）

通信運搬費

津具地区不明水調査委託

管渠維持修繕費（公共下水）

管渠維持修繕費（農集排）

マンホールポンプ電気料

発電機等燃料代

通信回線料（公共下水）

高圧電気保安管理委託（農集排）

処理施設管理業務委託

し尿処理施設等管理業務委託（公共下水）

汚泥引抜手数料（農集排）

各種検査手数料

汚泥処理手数料（公共下水）

発電機等リース料（農集排）

処理場維持修繕費（公共下水）

処理場維持修繕費（農集排）

処理場電気料

処理場用薬品費

下水道審議会委員（10名）

職員給（2名)

扶養手当

管理職手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

時間外勤務手当

特殊勤務手当

単身赴任手当

67

5

360

552

159

1,126

941

540

3.手当

65

2.給料 7,485 7,485

1.報酬 65

4,410 660

11,785

402

2,758

23.薬品費 845 845

22.動力費 8,670 8,670

18.修繕費 2,600 1,100

17.使用料及び賃借料 349 349

16.手数料 14,945

1,500

411

11.燃料費 202

15.委託料

32,770

34,181

14.通信運搬費 80 80

1,000

22.動力費 8,907 8,907

1,673

15.委託料 6,500 6,500

18.修繕費 7,000 3,000

14.通信運搬費 1,673

202

4,000

節
説明

区分 金額
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令和５年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

款 項 目 本年度 前年度 比較

1.下水道事業
　費用

1.営業費用 3.総係費
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（単位：千円）

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

共済組合負担金

退職手当組合負担金

下水道審議会委員費用弁償

備消品費

図書費

燃料費

一般通信運搬費（農集排）

施設管理台帳データ作成業務委託

企業会計アドバイザリー委託

監視システム保守点検業務委託（農集排）

公金収納手数料

車検等手数料

浄化槽清掃手数料（農集排）

各種検査手数料（農集排）

会場借上料（公共下水）

電柱使用料（農集排）

住民情報システム使用料

土木積算システム使用料（公共下水）

企業会計システム使用料

車両等一般修繕費（公共下水）

浄化槽等一般修繕費（農集排）

日本下水道協会会費（公共下水）

愛知県下水道協会会費（公共下水）

中部地方下水道協会会費（公共下水）

検針事務負担金

県土地改良事業団体連合会負担金（農集排）

地域環境資源センター負担金（農集排））

火災保険料

自動車損害保険料

下水道賠償責任保険料（公共下水）

100

34

20

固定資産調査及び固定資産台帳作成業
務委託

2,117

2,118

162

2,039

539

398

3

173

9

16

7

3,309

全国町村下水道推進協議会愛知県支部
会費（公共下水）

88

2,100

1,991 134

216

17.使用料及び賃借料 5,067 1

2,090

15.委託料 9,542

2,271

183 183

14.通信運搬費 459 459

3,036

1,479

16.手数料

26.負担金 3,963

34.保険料 270

10

5.法定福利費 3,154

節
説明

18.修繕費 2,200

154

73

11.燃料費

10.備消品費 227

4.賞与引当金繰入額 1,310

7.旅費 10

1,080

230

2,031

1,123

区分 金額

574
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令和５年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

（支　出）

2.その他特別
損失

1,790

3.特別損失

4.予備費

9,050 9,0502.営業外費用

1.支払利息及び
企業債取扱諸
費

7,050 7,050

2,000 2,000

款 項 目 本年度

1.下水道事業
費用

1.営業費用 3.総係費

前年度 比較

1,790

1.予備費 2,000 2,000

1,792

1.固定資産売
却損

2 2

4.減価償却費 193,062 193,062

1,792

2.消費税及び地
方消費税

2,000 2,000
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（単位：千円）

自動車重量税

貸倒引当金繰入額（農集排）

貸倒損失（農集排）

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費（公共下水）

企業債利息（公共下水）

企業債利息（農集排）

消費税及び地方消費税（農集排）

固定資産売却損

賞与等引当金繰入額

消費税及び地方消費税（農集排）

予備費

500

337

1414

2,000

6,973

135,404

説明

37.貸倒引当金繰入額 63

節

区分 金額

1.予備費 2,000

1,790 1,290

1.企業債利息 7,050 650

2

1.法適用時引当金

1.有形固定資産売
　却損

2

50,348

1.有形固定資産減価
　償却費

1.消費税及び地方消
　費税

2,000 2,000

193,062

6,400

38.貸倒損失 188 188

63

35.公課費
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令和５年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

資本的収入及び支出

（収　入）

513,949

前年度 比較

1.分担金及び
　負担金

27,379 27,379

1.加入者分担金 27,379 27,379

1.資本的収入 513,949

款 項 目 本年度

2.他会計補助金 250,700 250,700

1.他会計補助金 250,700 250,700

2.県補助金

43,500

3.補助金

1.建設改良費等
の財源に充てる
ための企業債

43,500

192,370

48,870 48,870

43,500 43,5004.企業債

192,370

1.国庫補助金 143,500 143,500
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（単位：千円）

加入者分担金

一般会計補助金

社会資本整備総合交付金

農山漁村地域整備交付金

農山漁村地域整備交付金

建設改良等企業債（公共下水）

建設改良等企業債（農集排）

48,870

2.農地費補助金 73,500 73,500

1.加入者分担金 27,379 27,379

1.他会計補助金 250,700 250,700

説明
区分 金額

節

70,000

1.農地費補助金 48,870

70,000

15,0001.下水道事業債 43,500

1.公共下水道事業費
補助金

28,500
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令和５年度　設楽町下水道事業会計予算実施計画明細書

資本的収入及び支出

（支　出）

2.その他企業債
償還金

1,163 1,163

2.処理場建設
　改良費

153,586 153,586

49,080

3.予備費 8,000 8,000

1.予備費 8,000 8,000

1.資本的支出

1.建設改良費

1.管渠建設改良
　費

360,000 360,000

款

2.企業債償還金

3.固定資産購入
　費

1,650 1,650

515,236 515,236

49,080

1.企業債償還金 47,917

572,316 572,316

項 目 本年度 前年度 比較

47,917
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（単位：千円）

管渠詳細設計委託（公共下水）

農業集落排水施設更新設計委託

管渠修繕費（農集排）

管渠布設工事（公共下水・単独）

管渠布設工事（公共下水・補助）

農業集落排水施設改築工事（補助）

津具地区農業集落排水施設改築委託

名倉地区農業集落排水施設改築委託

処理場修繕費（農集排）

建設改良等企業債償還金（公共下水）

建設改良等企業債償還金（農集排）

公営企業会計適用債償還金（公共下水）

公営企業会計適用債償還金（農集排）

予備費

15.委託料 51,900

15.委託料 16,290

1,290

説明

8,000

1.その他企業債
償還金

1,163

1.予備費 8,000

15,000

36.工事請負費 342,710 174,000

28,710

1,000

100,686

5.ソフトウェア固定
資産購入費

1,650 1,650

18.修繕費 1,000 1,000

140,000

152,586

488

18.修繕費 1,000

金額

節

区分

1.下水道事業債
償還金

47,917

47,429

492

671

消費税インボイス対応システム改修
（公共下水）
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